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C 60695-1-11：0000 (IEC 60695-1-11：2014) 

（2） 
著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

JIS C 60695-1（火災危険性試験－電気・電子）の第 1 部の規格群は，次の示す部で構成する。 

JIS C 60695-1-10 第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－一般指針 

JIS C 60695-1-11 第 1-11 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－火災危険性アセスメント 

JIS C 60695-1-30 耐火性試験－電気・電子－第 1-30 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－

予備選択試験－一般指針 

 

 



 
 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 C 60695-1-11：0000 
 (IEC 60695-1-11：2014) 

火災危険性試験－電気・電子－第 1-11 部： 
電気・電子製品の火災危険性評価指針－ 

火災危険性アセスメント 
Fire hazard testing-Part 1-11: Guidance for assessing the fire hazard of 

electrotechnical products-Fire hazard assessment 
 

序文 

この規格は，2014 年に第 2 版として発行された IEC 60695-1-11 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

あらゆる電気・電子製品の設計では，火災のリスクと火災に関連する潜在的な危険性とを考慮する必要

がある。この点において，部品，回路，機器の設計及び材料の選択の目的は，予見可能な異常な使用，機

能不全又は故障が発生した場合でも，火災の潜在的な危険性を許容可能なレベルまで低減することである。

この規格は，その関連規格である JIS C 60695-1-10 とともに，このことを実現する方法のガイダンスを提

供する。 

主な目的は，通電された部品によって引き起こされる発火を防止し，着火の場合には，その結果として

生じる火災を電気技術製品のきょう（筐）体の範囲内に閉じ込めることである。 

第 2 の目的には，製品のきょう（筐）体を超えた火炎の広がりを最小限に抑え，熱，煙，有毒又は腐食

性の燃焼放出物などの火災流出物の有害な影響を最小限に抑えることが含まれる。 

電気・電子製品の火災は，外部の電気的ではない火災源によって引き起こされる場合がある。このよう

な事象も，全体的な火災危険性評価において取り上げる。 

火災危険性評価の目的の一つは，製品に関連する火災事象の種類（火災シナリオ）を特定し，製品の測

定可能な火災特性がそれらの事象の結果とどのように関連しているかを確立し，それらの火災特性に関し

て許容可能な火災結果，又は完全な火災事象の排除を帰結する試験方法及び性能基準を確立することにあ

る。 

附属書 A は，燃焼物質による有毒危険に適用される比較的単純な火災危険評価の過程を示している。 

附属書 B は，電気・電子製品である硬質プラスチック電線管に適用される，より複雑な火災危険性評価

の過程を示している。 

IEC Guide 104 の原則，並びに水平的な安全機能及びグループ安全機能をもつ委員会の役割に注目が集

まっている。 
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1 適用範囲 

この規格は，人，動物又は財産への危害に直接関係する，電気・電子製品の火災危険性の評価及びその

結果として火災危険性試験を開発するための指針を示す。 

この規格は，製品の適切な火災試験方法及び性能基準を特定するための，火災危険性に基づく製品の評

価のプロセスを概説する。この方法論の原則は，製品に関連する火災事象（火災シナリオ）を特定し，そ

の製品の測定可能な火災特性と，その事象が起こる可能性及びその事象による結果との関連性を確立し，

さらに，その火災特性に関して，許容可能な火災結果，又は完全な火災事象の排除のうちいずれかをもた

らす試験方法及び性能要求事項を確立することである。 

この規格の実際の適用は，個々の適用分野における許容される最低減の火災安全に応じて，また，経験

からのフィードバックを考慮しながら，個々の製品規格に指針を与えることを意図している。 

この規格は，基本安全規格として，IEC Guide 104 及び JIS Z 8051 に記載されている原則に従って，製

品規格の作成に用いることを意図している。 

この規格の要求事項，試験方法又は試験条件は，製品規格に明確に引用され，又は含まれる場合に，適

用される。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60695-1-11:2014 ， Fire hazard testing － Part 1-11: Guidance for assessing the fire hazard of 

electrotechnical products－Fire hazard assessment（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を記載しているものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）には適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 60695-1-10:2020 火災危険性試験－電気・電子－第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価

指針－一般指針 
注記 1 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-10:2009，Fire hazard testing－Part 1-10: Guidance 

for assessing the fire hazard of electrotechnical products－General guidelines 
注記 2 対応国際規格では IEC 60695-1-10:2009 を引用しているが，その後 2016 年に改訂された版

と引用箇所の技術的差異はない。このため，2016 年版に対応する JIS C 60695-1-10:2020 に

置き換えた。 

JIS C 60695-4:2022 火災危険性試験－電気・電子－第 4 部：電気・電子製品のための火災危険性試験

用語 
注記 1 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-4:2012，Fire hazard testing－Part 4: Terminology 

concerning fire tests for electrotechnical products 

注記 2 対応国際規格の IEC 60695-4:2012 ではなく，IEC 60695-4:2021 に対応する JIS C 60695-
4:2022 を用いた。 

注記 3 JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA は，ISO 13943 を参照している。このため，対応国際規格
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に引用規格として記載されている“ISO 13943”は削除した。 

JIS Z 8051 安全側面－規格への導入指針 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO/IEC Guide 51，Safety aspects－Guidelines for their 

inclusion in standards 

IEC 60695-1-12，Fire hazard testing－Part 1-12 Guidance for assessing the fire hazard of electrotechnical 
products－Fire safety engineering 

IEC Guide 104，The preparation of safety publications and the use of basic safety publications and group safety 
publications 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 60695-4:2022 による。 

3.1 
窒息性物質（asphyxiant） 

中枢神経系の低下又は心血管系への影響を受ける可能性がある，低酸素症を引き起こす毒性 

注釈 1 意識を失い，最終的には死に至ることもある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.23） 

3.2 
有効安全避難時間，ASET（available safe escape time，ASET） 

人が，着火から安全避難場所又は安全場所へ避難するための有効な行動ができなくなる状態に至るまで

の算出された時間間隔 

注釈 1 着火の時間は，例えば，火災モデル又は火災試験の場合には既知であるが，検知時間から遡っ

て想定する場合もある。着火時間を決める根拠は，示す必要がある。 

注釈 2 この定義は，行動不能と脱出失敗とを同じものとしている。これ以外の ASET の判断基準も可

能である。この定義に代わる判断基準を選定する場合は，そのことを示す必要がある。 

注釈 3 火災にあった人の ASETは，その人の個性によって異なることもある。 

（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.26） 

3.3 
構築された環境（built environment） 

建築物又はその他の構造物 

例 海洋構造物，トンネル，橋及び鉱山のような公共構造物，車両及び船舶のような輸送手段などがあ

る。 

注釈 1 ISO 6707-1 [12]には，構築された環境に関連した概念を定義するための多くの用語及び定義が

ある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.32） 

3.4 
燃焼（combustion） 

物質と酸化剤との発熱反応 

注釈 1 燃焼は，一般に，火炎及び／又は赤熱を伴い，燃焼放出物を放出する。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.55） 
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3.5 
燃焼生成物（combustion product） 
燃焼生成物（product of combustion） 

燃焼によって生じる固体，液体及び気体 

注釈 1 燃焼生成物には，燃焼放出物，灰，炭化物，燃焼残さ（渣）及びすすのいずれかを含むことが

ある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.57） 

3.6 
有効燃焼熱（effective heat of combustion） 

燃焼する試験試料から規定の時間内に放出される発熱量を，同じ時間内にその試験試料の喪失質量で除

した値 

注釈 1 有効燃焼熱は，全ての試験試料が揮発性の燃焼生成物に変換され，全ての燃焼生成物が完全に

酸化される場合は，真燃焼熱と同じである。 

注釈 2 代表的な単位：kJ⋅g－1 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.88） 

3.7 
最終製品（end product） 

改変することなく，すぐに使用可能な製品 

注釈 1 最終製品は，別の最終製品の部品であってもよい。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の 3.2.6） 

3.8 
環境（environment） 

＜火災＞ 火災にさらされた物又は人の挙動に影響を及ぼす可能性のある状態及び周辺状況 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.95） 

3.9 
避難（escape） 

安全避難場所又は安全場所に到達するために取る有効な行動 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.99） 

3.10 
暴露当量（exposure dose） 

気体の濃度・時間曲線又は体積分率・時間曲線を積分した面積で表される，吸引する可能性がある毒性

ガス又は燃焼放出物の量 

注釈 1 燃焼放出物における代表的な単位：g･min･m－3 

注釈 2 毒性ガスにおける代表的な単位：μL･min･L－1（絶対温度 298 K かつ大気圧 1 atm の場合）。体積

分率参照。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.107） 

3.11 
煙の減光面積（extinction area of smoke） 

煙の減光係数とその煙がある空間の体積との積 
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注釈 1 煙の減光面積は，煙の量を表している。代表的な単位：m2。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.110） 

3.12 
火（fire） 

＜一般＞  熱の放出及び燃焼放出物によって特徴付けられ，通常は煙，火炎，赤熱又はこれらの組合せ

を伴う燃焼のプロセス 

注釈 1 英語では，“火”という用語は三つの概念を示すために用いられ，そのうちの二つは，異なる意

味をもつ特定のタイプの自立燃焼に関連している。これら三つのうち，二つは，フランス語及

びドイツ語の両方で二つの異なる用語を用いて指定されている。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.114） 

3.13 
火（fire） 

＜制御された＞  有効な効果が得られるように意図的に設定され，時間及び場所の広がりを制限され

た，自己継続する制御された燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.115） 

3.14 
火災（fire） 

＜制御不能＞  有効な効果が得られるように意図的に設定されたものではなく，時間及び場所の広がり

を制限されない，自己継続する制御されない燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.116） 

3.15 
燃焼放出物（fire effluent） 

燃焼又は熱分解によって環境に排出される気体状，エアロゾル状及び浮遊する全ての放出物 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.123） 

3.16 
火災の成長（fire growth） 

火災の発熱速度及び温度が上昇している火災の発達段階 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.129） 

3.17 
火災危険性（fire hazard） 

火災によって危害が生じる可能性 

注釈 1 火災危険性は，火災による望ましくない結果を生じる可能性がある物理的な対象物又は状態を

指すことがある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.131） 

3.18 
火災リスク（fire risk） 

発生し得る様々な火災シナリオにおける危害の可能性とそのシナリオの発生確率とを組み合わせた火災

損失の推定 

注釈 1 火災リスクの別の定義は，“火災の確率とその結果の定量化された尺度との組合せ”である。 
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注釈 2 多くの場合，火災リスクは，確率と結果との積として計算される。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.145） 

3.19 
火災安全工学（fire safety engineering） 

火災シナリオの解析又は火災シナリオの組合せにおける火災リスクの定量化に基づく，構築された環境

の開発及び設計のための工学的方法 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.149） 

3.20 
火災シナリオ（fire scenario） 

検討対象の火災を特徴付け，その火災を他の可能な火災と区別する主要な事象を特定することによっ

て，火災の時間に沿った経過の定量的な説明 

注釈 1 火災シナリオは，通常，着火及び火災成長のプロセス，火盛り期火災段階，火災減衰段階，並

びに環境に加えて，火災の過程に影響を与えるシステムを定義する。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.152 の注釈 1 及び注釈 3 を削除） 

3.21 
火災試験（fire test） 

火災挙動を測定する試験，又は対象物を火にさらす試験 

注釈 1 火災試験の結果は，試験試料の火災過酷性の定量化，又は耐火性若しくは火災反応の決定のた

めに用いることが可能である。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.157） 

3.22 
炎の前線（flame front） 

材料表面に沿って気相で有炎燃焼している部分の進行方向の境界 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.162） 

3.23 
炎の広がり（flame spread） 

炎の前線が伝ぱ（播）する現象 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.168） 

3.24 
フラッシオーバ（flashover） 

＜火災の段階＞ 閉囲部分内の可燃物の表面の全てが，火災に関与する状態に変化する現象 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.184） 

3.25 
有効暴露当量率，FED（fractional effective dose，FED） 

平均的な感受性をもつ被験者が影響を受けることが予想される窒息性物質の暴露当量比 

注釈 1 FEDは，概念として，行動不能，致死，又はその他の終極点を含むあらゆる影響を指す場合が

ある。 

注釈 2 特定の窒息性物質を参照していない場合，FEDは，燃焼雰囲気中の全ての窒息性物質の FED値

の合計を表している。 
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注釈 3 FEDは，無次元である。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.188） 

3.26 
発熱量（heat release） 

燃焼によって生成する熱エネルギー 

注釈 1 代表的な単位：J 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.205） 

3.27 
発熱速度（heat release rate） 
推奨しない用語：燃焼速度（burning rate） 
推奨しない用語：燃焼速度（rate of burning） 

燃焼によって単位時間当たりに生成する熱エネルギー 

注釈 1 代表的な単位：W 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.206） 

3.28 
着火（ignition） 
推奨しない用語：持続着火（sustained ignition） 

＜一般＞ 燃焼が開始すること 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.217） 

3.29 
着火（ignition） 
推奨しない用語：持続着火（sustained ignition） 

＜有炎燃焼＞ 持続火炎が開始すること 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.218） 

3.30 
行動不能（incapacitation） 

物理的に特定の行動ができない状態 

注釈 1 特定の行動の具体的な例は，火災からの避難を達成することである。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.225） 

3.31 
刺激性物質（irritant），名詞 

＜感覚／上気道＞  眼，鼻，口，のど及び呼吸器系統の神経受容体を刺激して，生理的防御反応を伴う

様々な程度の不快感又は痛みを引き起こすガス又はエアロゾル 

注釈 1 生理的防御反応には，反射性まぶた閉鎖，涙液生成，せき，及び気管支収縮がある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.237） 

3.32 
質量減少速度（mass loss rate） 

規定の試験条件で，単位時間における試験試料の喪失質量 

注釈 1 代表的な単位：g･s－1 
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（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.264） 

3.33 
煙の遮光性（obscuration by smoke） 

煙を通り抜けることに起因する光の強度低下 

注釈 1 実際には，煙の遮蔽性は，通常，透過率として測定され，百分率で表される。 

注釈 2 煙の遮蔽性は，視界の低下を引き起こす。 

注釈 3 対応国際規格では，obscuration by smoke と記載されているが，JIS C 60695-4 の附属書 JA の

3.286 の対応英語（参考）では，obscuration of smoke と記載されている。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.286 の注釈 1 を削除） 

3.34 
定性的火災試験（qualitative fire test） 

次のいずれかの火災試験 

a) 合否判定試験 

b) 性能の順位付けにおける順位位置を決定することによって，試験試料の挙動を分類する試験 

3.35 
定量的火災試験（quantitative fire test） 

試験試料の試験条件が製品の使用状況に基づいている又は関連性があり，明確に定義された用語で表現

され，かつ，合理的な科学単位を用いたパラメータを測定し，火災リスクの定量的評価に使用可能な火災

試験 

3.36 
放射熱流束（radiant heat flux） 

熱放射の形で放出，伝ぱ（播）又は受け入れられた単位面積当たりの仕事率 

注釈 1 代表的な単位：kW･m－2 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.319） 

3.37 
火災反応（reaction to fire） 

火災試験において，規定の試験条件で火にさらした場合の，試験試料の挙動 

注釈 1 耐火性は，特殊な場合とみなされ，通常は“火災反応”の一つの特性とはみなさない。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.324） 

3.38 
煙（smoke） 

燃焼放出物の可視部分 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.347） 

3.39 
煙の比減光面積（specific extinction area of smoke） 

規定の時間に試験試料から発生した煙の減光面積を，その時間の試験試料の質量減少量で除した値 

注釈 1 代表的な単位：m2･g－1 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.358） 
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3.40 
毒性の（toxic） 

刺激，麻（痺）状態，死亡など，生きている生物に悪影響を及ぼす可能性がある 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.399） 

3.41 
毒性強度（toxic potency） 

特定の毒性作用を引き起こすために必要な毒性物質の量の尺度 

注釈 1 毒性強度の小さな値は，高毒性に対応し，その逆も同様である。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.402） 

3.42 
毒性物質（toxicant，toxin） 

毒性の物質 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.404） 

3.43 
毒性（toxicity） 

毒性の性質 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.405） 

4 火災危険性評価の要素 

4.1 着火源 

着火は，温度上昇の結果として発生する（IEC 60695-1-20 参照）。電気・電子製品で発生する一般的な着

火現象は，JIS C 60695-1-10:2020 の表 1 に詳しく記載されている。 

電気・電子製品を伴う火災は，外部の非電気源から開始する可能性もあり，総合的な火災危険性評価に

は，この可能性を含めることが望ましい。 

4.2 火災危険性 

火災危険性とは，火災によって望ましくない結果が生じる可能性がある物理的な物体又は状態である

（3.17 参照）。したがって，火災危険性は潜在的な燃料と着火源とを包含している（4.1 参照）。 

4.3 火災リスク 

火災リスクは，火災の確率及びその結果の定量化された尺度から計算される。その結果は，高温，煙，

酸素欠乏，火災ガスの濃度などの脅威によって生命が失われたり，負傷したりすることを意味する場合が

ある。その結果は，さらに，火災の損傷の程度，修理及び交換の費用など，財産の損失にも言及すること

がある。広範囲の潜在的火災シナリオを定量的に分析して，総合的な火災リスクの尺度を確立してもよい。 

4.4 火災危険性評価 

火災危険性評価は，火災の起こり得る原因，その後の火災の成長の可能性，性質，及び火災の起こり得

る結果の評価を含む。 
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製品が抱える火災危険性，すなわち，着火の可能性，その後の火災の成長，及びその製品が関係する火

災の結果は，その製品の特性，使用状況及びその製品が用いられる環境によって異なる。この環境には，

その製品が関係する火災に暴露される人々の数及び能力，並びに／又は暴露される財産の価値及びぜい（脆）

弱性を考慮することが含まれる。 

製品に関連する生命及び財産の損害に対する脅威は，通常，製品が引き起こす火災が生成する熱及び燃

焼生成物の主な結果である。したがって，着火及び火災の成長，続いて燃焼する製品又はその火災に係る

材料から放出される発熱量，光の不透過度，毒性及び腐食性も考慮する。これらの火災特性の直接的な影

響及びそれらの人への影響が，火災中及びその後も機能を継続する能力に影響を及ぼすことを考慮する。

場合によっては，周囲構造物の崩壊につながる過剰な熱の影響，又は爆発の可能性につながる，可燃性ガ

ス，蒸気及び／又は粉じんの蓄積につながる過剰な熱の影響のような，追加の要因も同様に評価する必要

がある。 

製品によっては，建築物の暴露表面のかなりの部分を覆ったり，耐火壁を貫通したりすることがある。

例えば，大きいきょう（筐）体を必要とする製品，絶縁ケーブル，電線管などがある。このような製品は，

外部からの火災にさらされた場合，その製品が設置されていない同一の建物，材料又は構造物と比較する

ことによって，その火災への効果の観点から評価することが望ましい。 

策定した火災シナリオに関連する全ての火災危険性を詳細に検討した後，提案された最終製品規格には，

特定された固有の問題に対処するために，必要に応じて一連の試験又は単一の試験を含めることが望まし

い。 

火災危険性評価の過程は，箇条 6 で更に詳しく記載する。 

5 火災危険性試験 

火災危険性評価は，電気・電子製品の様々な防火性能特性が，予見可能な使用又は誤用の状況下で，危

険な火災事態の進展を開始又は効果し得る過程を示している。これらの火災性能特性は，結果がエネルギ

ー，質量，寸法，濃度，時間などの基本的な物理単位で表現される定量的な火災試験によって得られるこ

とが望ましい。その理由は，このような定量的火災特性値が検討中の火災の影響又は効果の計算を可能に

するからである。 

定性的火災試験の結果は，通常，実規模の防火性能と相関させることは不可能であり，したがって，検

討している火災シナリオに関連付けることが不可能であるが，一定の状況下では，そのような試験を維持

するか，又は新しい試験方法を開発することが適切な場合もある。 

注記 定性的及び定量的火災試験の性質及び適用性は，JIS C 60695-1-10:2020 に詳しく記載されている。 

火災危険性評価は，与えられた火災試験が選択される理由，及びどのような性能要求事項を測定する必

要があるかについての論理的な根拠を提供することが望ましい。 

6 火災危険性評価プロセス 

6.1 一般 

火災危険性評価は，科学的な火災挙動のモデルの下で火災試験データを用いることによって達成される。

また電気・電子製品が火災によって引き起こす可能性のある生命，財産及び環境に対する危険性を制御す
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ることに，火災危険性評価を用いることが可能である。これらの火災危険性を排除するために，製品の設

計の変更，製品の使用方法，又は設置方法の変更が行われる可能性がある。 

この規格は，次の ISO 規格などに記載されている火災安全工学の要素の多くを利用する。 

ISO 23932 [20]，ISO 16730 [13]，ISO 16732-1 [14]，ISO/TS 16733 [15]，ISO 16734 [16]，ISO 16735 [17]，
ISO 16736 [18]，ISO 16737 [19]及び ISO/TR 13387（all parts）[11]。 

火災安全工学に関連する上記の ISO 規格は，構築された環境の設計を評価するために開発されたもので

あり，解析の成果が不満足である場合，設計を変更することが可能であると期待されている。ただし，電

気・電子製品の場合，このアプローチは電気・電子製品が構築された環境で用いることを意図している場

合においては適切である。ただし，多くの電気・電子製品は，移動可能な物として，又は設計及び製造が

完了した後に，すでに構築されている環境で用いられる。すなわち，移動可能な物として，又は設置され

るシステムへの追加部分として，環境が構築された後に設置される。電気・電子製品の火災危険性評価で

は，環境の設計パラメータを，電気・電子製品の設置において制御可能なものとしてではなく，固定され

た要素として捉えなければならない。 

電気・電子製品に関しては，火災危険性評価の主な関心事は，電気的に誘発される着火によって引き起

こされる火災の影響を特定し，次に制御することである。二次的な関心事は，電気・電子製品以外の場所

で火災が着火し発生した後，電気・電子製品がその火災に巻き込まれる可能性である。 

注記 火災危険性評価では，着火が発生する可能性が推定される。火災危険性評価がその一部となるよ

うな，より広範な火災安全に関するリスクベースの手法でも，着火の可能性を扱う可能性がある。 

火災安全工学のための他の規格，例えば，火災シナリオ，設計火災の確立及び選択，人の挙動及び動き

の評価，並びに性能ベースの火災安全設計及び評価の一般指針が，ISO/TC92（火災安全）によって開発さ

れている。適切な場合には，関連する全ての ISO 規格を考慮に入れることが望ましい。 

IEC 60695-1-12 は，電気・電子製品の火災安全工学の適用に関するガイドを与えている。 

火災危険性評価を策定する場合に従うことが必要な基本的な手順は，次のとおりである。 

a) 評価が適用される製品の範囲及び利用状況の定義（6.2 参照） 

b) 関連する火災シナリオの識別，定義及び解析，並びに主要な製品の防火性能特性及び／又は試験方法

の一覧の抽出（6.3 参照） 

c) 火災の許容可能な結果を規定する基準の選択（6.4 参照） 

d) 製品の性能要求事項の確立（6.5 参照） 

e) 試験結果の解釈（6.6 参照） 

火災危険性評価の過程と得られた試験との関係を，フローチャートの 1，1A，1B，及び 1C（図 1～図 4
に記載）に模式的に示す。 

6.2 製品範囲の定義及び利用状況 

火災危険性評価の第一段階は，火災危険性評価を適用する電気・電子製品の等級又は範囲を定義するこ

とである。これは，候補となる製品を選択し，その利用状況を決定し，その製品が関連する場合がある最

も重要な火災シナリオを予備的に記載することによって実施する。同じ火災シナリオ又は密接に関連する

シナリオは，他の製品又は他の利用状況においても重大な火災危険源となることがあり，そのため，解析

の最終的な適用範囲は，火災シナリオがより完全に定義されるにつれて，明らかになる場合がある。 
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注記 必要に応じて，該当する製品規格を参照。 

6.3 火災シナリオの特定及び分析 

6.3.1 一般 

火災シナリオとは，着火前から燃焼完了までの実際の火災（又はフルスケールシミュレーション）にお

ける一つ以上の段階の状態を詳細に定性的に記載したものである。多くの場合，電気・電子製品が関与可

能な火災シナリオは複数あり，原理としては，製品がそれぞれの火災シナリオに関連する火災の結果に異

なる影響を与えると推定可能である。したがって，特定された重要な火災シナリオごとに，別個の火災危

険性評価が必要となる。 

評価の焦点が電気・電子製品又はシステムである場合には，最も重要な火災シナリオの代表的な特性は，

製品が火災に関与するようになる火災状態を定義するか，又はその影響が最も重大な結果を引き起こす火

災の時点を示すことである。 

したがって，火災シナリオが有用であるためには，定性的な火災シナリオを分析して，利用可能な火災

反応試験によって決定される発火源として及び／又は測定可能な火災特性の観点から，電気・電子製品の

火災に対する挙動による火災の結果を定量的に関連付けるデータを提供する必要がある。 

6.3.2 火災シナリオの定性的記載 

次の事項を考慮し，それぞれの関連する火災シナリオの定性的記載を作成することが望ましい。 

a) 着火源は何か。つまり，電気・電子製品そのものであるか，又は製品が火災の被災対象物であり，火

災が別の場所から発生しているか。 

b) 製品が着火源でない場合は，着火条件の記載。 

c) 着火はどのように検知されるか。 

d) 製品が着火した場合の火災の大きさはどの程度か。 

e) 火災のための他の燃料 

f) 製品の位置はどこか。きょう（筐）体によって囲まれているか。 

g) 換気条件 

h) 製品に対する火災の位置関係 

i) 燃焼放出物の構成要素 

j) 燃焼放出物が蓄積する区画の配置 

k) 熱，燃焼放出物の影響など，火災のどのような結果が懸念されていると認識されているか。 

l) 暴露される人，財産，特殊用途の装置などの目標 

m) 目標が人である場合，その能力及び脱出の選択肢。影響を受ける可能性が高い人数。 

n) 目標の位置 

o) どのような建築火災安全システムが存在するか。 

p) 製品が火災に巻き込まれる原因となる同一事象に関連する構築された火災安全システムの一つ又は複

数が故障する状況を想定することが可能か。 

q) 着火及び／又は火災の成長の経過を左右する他の条件 

火災危険性評価で使用可能なデータは，次のいずれかでよい。 
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1) 試験結果 

2) 過去の火災の特性に関する測定又は統計 

3) 専門家による文書化された判断 

これらのデータは，火災危険性評価の尺度として直接的に用いることもあるが，最終的な火災危険性評

価を作成する算定手順への入力データとして用いてもよい。 

注記 火災シナリオの定義及び記載方法に関する追加手引きは，ISO/TR 13387-1:1999 の 10.4 及び 10.5，
及び ISO/TR 13387-2:1999 の 5.1～5.2.6 に記載されている。ただし，この火災危険性評価では，重

要な火災シナリオは，ISO のアプローチのように全てを一緒に評価するのではなく，一度に一つ

ずつ評価される（したがって，ISO/TR 13387-2:1999 の 5.2.7～5.2.11 の内容は直接的には用いな

い。）。 

火災シナリオの主な目的は，発達中の火災の望ましくない結果に対する製品の潜在的影響度を特定し，

それによって，火災シナリオの結果に影響を与える製品の防火性能を特定することである。主要な影響要

素が特定された場合，その定量化又は測定の試験方法を図 1 に示すように特定する。 

図 1 を用いて評価された最初の火災シナリオは，その火災シナリオから生じる望ましくない結果への影

響に関連する，製品の火災特性のリストを与える。その後の火災シナリオの分析によって，同様の望まし

くない結果が特定されることがしばしばあることから，多くの同じ火災特性が重要になる場合がある。し

たがって，必要な測定値のリストは，火災シナリオの分析が進むにつれて，よりゆっくりと増加するか，

又は恐らく全く増加しないことになる。 

これに続いて，火災シナリオを，重要度順に順位付ける。その順位付けは，頻度若しくは重大度に基づ

いて，又は両方を組み合わせて実施することが可能である。火災シナリオの順位付けが確立された後，製

品のいすれの防火性能が最も重要であるかが明らかになる。 

様々な異なる状況で用いる製品については，多くの場合，6.3.2 に挙げた全ての質問に答えることは不可

能である。 

6.3.3 火災シナリオの定量解析 

通常，必要とされる適切な試験方法は，火災シナリオの定性的分析から特定可能であるが，最も重要な

火災シナリオの定量的分析が必要である。分析は，次の二つの機能を果たす。 

1) 製品の熱環境に関するデータを提供するため，実際の火災シナリオ状態をシミュレートするレベルの

試験条件を設定することが可能である。 

2) 火災試験における製品の性能が既知である場合，製品を含む火災シナリオから，火災の望ましくない

結果に関連する種々のパラメータの計算値を提供する。 

製品が存在することによって生じる火災の結果の変化を，検知することが可能である。これは，次のよ

うに実施する。 

a) 製品がある場合及びない場合の，火災成長曲線，及びそれが生み出す熱環境を記載する。熱環境の違

いは製品の存在によって生じる。 

b) 燃焼放出物が検討対象である場合には，製品が存在するとき又は存在しないときの火災成長曲線に関

連する質量減少曲線を記載する。 

c) 対象部位での火災の望ましくない結果の増加が，どのように質量減少曲線に関係しているかを記載す

る。 



14 
C 60695-1-11：0000 (IEC 60695-1-11：2014) 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

d) b)と c)とを関連付けて，製品が存在するとき又は存在しないときの火災成長曲線に関して，対象部位

での火災の望ましくない結果の増加を記載する。 

火災の望ましくない結果を定量的に記載するためには，火災安全工学の方法を採用する必要がある。ISO 
TR 13387 の箇条 2～箇条 5，箇条 7 及び箇条 8 は，これらの定量的技法がどのように採用され，どのよう

なデータが必要であるかについての追加情報を提供している。 

火災安全工学の方法に基づく多くの試験方法及び／又は計算は，多くの仕様値又は入力値を必要とする。

例えば，燃焼する製品の発熱速度の試験では，着火源の大きさ及び持続時間，並びに燃焼する製品が暴露

される熱強度（熱放射）及びそれが燃焼する換気条件を指定することが必要となる。 

製品が最初に発火した場合（製品内で火炎が発生することがある場合），過度の熱が発生する可能性，及

びその後の周囲部への着火の可能性を調べる必要がある。 

製品が最初の発火物ではない場合は，製品がさらされる熱条件を決定する上で，近くの可燃物が重要に

なる。同様に，製品の影響の重要性を判断するために，近くにある他の燃焼物体によって生成される熱並

びに燃焼放出物の質及び量を，推定しなければならない。 

適切な試験を分析に組込み試験設定を指定するための手順は，図 1～図 4 に示すフローチャートの 1，
1A，1B，及び 1C で更に概説する。 

6.3.4 単純な仮想の火災シナリオ 

完全な火災危険性評価を実施することは，複雑であり，潜在的に高価である。製品環境に関する情報を

広範囲に入手することが可能な場合もあるが，6.3.3 で示したようには入手が不可能な場合がある。したが

って，経験値に基づいて比較的単純な仮想の火災シナリオを仮定し，この火災シナリオを用いて，ある製

品が火災の結果にどのような影響を与えるかを調べることは，しばしば有益である。 

火災シナリオを定義するには，次の基本的情報が最低限必要になる。 

a) 火災成長曲線の性質－どれくらいの燃料が燃えるか。どのくらいの割合で燃焼するか。燃焼速度が時

間の関数としてどのように変化するか。 

b) 燃料の性質，燃焼熱，煙生成速度（収率），及び有毒ガス生成速度（収率） 

c) 火災の段階，例えば，換気が十分であるか又不十分であるか，低温であるか又は高温であるか 

d) 燃焼放出物が分散される容積 

この情報によって，種々のパラメータ（熱，酸素欠乏，煙及び有毒ガス放出）を時間の関数として計算

することは比較的容易である。仮定した火災の結果を許容可能にするために，製品がどのような火災反応

特性をもつ必要があるかを計算することが可能となる。 

このアプローチは厳密ではなく，多くの仮定を含んでいることに注意することが望ましいが，定量化さ

れたデータを全く用いないことよりも良いことが，経験的に判っている。 

この手法を，製品の火災反応特性を規定又は規制するために用いる場合，仮想の火災シナリオを明示的

に定義し，設定した仮定を正当化することが不可欠である。 

簡単な仮想の火災シナリオの使用例を，附属書 A に示す。 

6.4 許容可能な火災シナリオの結果に関する基準の選択 
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この段階の意図は，火災の潜在的な結果に対する電気・電子製品の影響について推定し，意思決定を実

施するために十分で有効な技術的情報を提供する火災危険性評価項目を選択することである。用いる評価

項目は，次に分類される。 

a) 直接生命・財産損失 

潜在的な結果に対する製品の影響度をこれらの特性値で表すことが可能な場合には，そのようにす

ることが望ましい。ただし，これが達成可能であることはまれである。その理由は，火災シナリオへ

の結果を定量的に予測可能にする程に，そこに居る人の能力，又は機能及び特性が十分確実に分かっ

ていることはほとんどないからである。 

b) 火災の結果を特徴付ける間接的な手法 

測定された又は計算された製品特性を，一つ又は複数の火災の望ましくない効果の増大に関連付け

ることが可能なことは多い。例えば，製品の発熱速度は，区画の温度を支配し，従って，装置の操作

及び／又は人がそこに居続けることに影響を及ぼすことがある。製品からの発煙速度は，有効安全避

難時間に影響を及ぼす可能性がある。この手法では，火災の望ましくない効果と製品の特性との間の

定量的な関係が特定されるため，望ましくない効果の変化を特性の変化として追跡することが可能で

ある。 

c) 比較方法 

これらの関係を定量的に表現することが不可能な場合であっても，試験された製品の性能を基準レ

ベルと関連付けることが可能な場合がある。例えば，既知の発熱量をもつケーブルは，正確な関連が

不明であっても，温度上昇が許容可能なほど遅いと考えられる場合がある。すなわち，相対的危険度

の一つの尺度は，基準レベルと製品の発熱速度との比較である。 

6.5 性能要求事項 

定量分析では，適切であると特定された試験方法によって測定された製品の防火性能が，火災シナリオ

の結果にどのように影響するかを明示することが望ましい。評価では，意味のある安全しきい（閾）値を

設定するために必要な全ての過程を指定するか，合格／不合格判定基準が責任者によって設定することが

可能であることが望ましい。この方法を，附属書 A 及び附属書 B に示す。 

6.6 試験結果の解釈 

この時点で，火災評価手順の結果は，どのパラメータを用いるのがよいか，どのように計算するのがよ

いかを特定する。ただし，結果の解釈にはまだ追加の技術的疑問がある可能性がある。 

a) 火災危険性評価では，製品間の総合的な対比を計算する場合，又は基準値と比較する場合に用いる手

順を明記する必要がある。この手順は，幾つかの中から一つの総合的な測定結果を計算するための数

式である可能性がある。その場合には，その数式について科学的な根拠が提示されることになる。手

順は，ある製品が全ての尺度でより優れている場合にだけ別の製品よりも優れているといった規定な

どの一連の決定規定であってもよい。 

b) 複数の火災シナリオを用いる場合，総合的な火災危険性評価を実施する場合に用いる手順を規定する

必要がある。この手順は，数式又は一連の規定であり得る。例えば，火災リスク評価のように，火災

シナリオが火災発生の相対的確率を割り当てることが可能な場合，これは，幾つかの火災シナリオに

基づいて総合的な火災危険性評価を実施するための基礎となる。 

c) 火災危険性評価が，死亡，傷害又は損害によって直接的に表されない場合には，他の定量単位及び測

定値に関する指針（例えば，有効安全避難時間，炎の広がりの範囲又は火災の大きさ）を用意するこ

とが望ましい。 



16 
C 60695-1-11：0000 (IEC 60695-1-11：2014) 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

6.7 試験結果 

電気・電子製品のある部品の火災危険性を検討する場合，火災試験の結果は，火災が近隣の部分に広が

る可能性があることを示すことがある。そのため，隣接する部分に関して更に試験が必要になる場合があ

る。これは，関連試験と呼ばれる。 

このような試験結果は，次のいずれかの方法で回避することが可能である。 

a) 部品を分離するための再設計 

b) 試験した部品の局所覆い 

c) 防火性能を高めるための試験した部品の再設計 

7 火災危険性評価の範囲及び制限 

火災危険性評価の過程では，既存のデータ及び知識の不足に遭遇することになり，解析の適用範囲を減

らすか，又は推定されたデータ及び／若しくは検証不可能な仮定を用いて進むことを余儀なくされる。こ

れらの考察は，製品の利用者が，分析によって得られる全ての製品規格をどのように適用するかに影響を

及ぼすため，とりわけ製品の性質及び製品が置かれる利用の状態を設定する場合には，これらの考察へか

なりの注意を払って文書化する必要がある。評価の厳密な限界は，評価が完了する前にはほとんど明らか

ではないため，当初定義された製品及び利用状況を次によって見直すことが望ましい。 

a) 火災シナリオの定式化は，当初の適用範囲において，最終的な分析スキームに適合しない製品を特定

しているか？ 

b) そうである場合，それに対応するように火災シナリオを修正することが可能か，又はそれらを除外す

るように製品の適用範囲を調整しなければならないか？ 

図 5 で概説した手順を利用することによって，火災危険性評価の対象となる候補の製品のリストと比較

して，当初の火災危険性評価の記述を検証することが可能である。 

8 火災試験要求事項及び規格 

製品の火災危険性試験に関する要求事項及び試験仕様を作成する場合には，次に示す手順に従うことを

推奨する。 

a) この規格に規定されている指針を読み，それに従う。 

b) 検討対象のパラメータのために開発された適切な試験手順を調べ，それらの適用可能性及び限界を検

討する。次の一般的に用いられている火災試験の概要と関連性を示した IEC 規格を参考にすることが

役立つことになる。 

IEC 60695-1-21（着火性）[1] 

IEC/TS 60695-5-2（燃焼放出物の腐食損傷効果）[2]  

IEC 60695-6-2（煙の遮光）[3] 

IEC 60695-7-2（燃焼放出物の毒性）[5]  

IEC 60695-8-2（発熱量）[7] 

IEC 60695-9-2（表面の炎の広がり）[8] 

c) 火災シナリオ分析で特定された関連防火性能特性を，現存する試験手順の関連適用範囲及び有意性と

比較する。 
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d) 既存の試験手順が適していると思われる場合は，次を確認する。 

1) 最終的に採用される試験条件は，モデル化又はシミュレートされている環境と可能な限り密接な関

係をもつ。 

2) 試験データの妥当性は，製品の使用方法及び設置方法，並びに他の製品との関連性に関連する。 

3) 試験手順の感度，再現性及び繰返し性が許容できる。 

4) 試験結果は，理解しやすい用語，パラメータ及び単位で与えられ，完全に客観的な記載を与える。

全ての不確定的，主観的，推測的な記載は避けることが望ましい。 

e) 新しい試験手順を開発する場合は，上記の要点を数量化する。重要な要点は，試験の目的，試験の制

限，それが提供する情報の使用及び試験操作の容易さである。火災試験がまだ規定されておらず，特

定の目的のために開発又は変更が必要な場合には，適切な機関と連携して試験を決定し実施する。そ

の後，適用分野，その制限，保留事項及び得られた試験結果の利用に関する関連情報を含む，試験方

法のための規格を準備する。その規格では，可能な限り推奨試験手順を参照する。 
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図 1－火災シナリオの記載のフローチャート 1 
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図 2－着火性／有炎燃焼性評価のフローチャート・チャート 1A 
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図 3－火炎の伝ぱ（播）及び発熱量の評価のフローチャート・チャート 1B 
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図 4－燃焼放出物の評価のフローチャート・チャート 1C 
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図 5－製品の範囲及び利用状況の記載のためのフローチャート 
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附属書 A 
（参考） 

単純な仮想の火災シナリオに基づく電気絶縁材料の許容毒性の 

生成速度（収率）値の計算 

 

注記 この火災危険性評価では，毒性放出物の行動不能への影響を予測するモデルが用いられている。

このモデルは JIS C 60695-7-1 [4] に記載されている。これは，附属書 B で用いられている致死性

に基づいて，質量減少モデルとは異なる。 

A.1 火災シナリオの定義 

火災シナリオを定義するためには，少なくとも次の六つの質問に答えなければならない。 

a) 何が燃焼しているのか。 

b) どの程度燃焼しているのか。 

c) 燃焼放出物が拡散する体積は。 

d) 火災の成長カーブの性質は。 

e) 利用可能な避難時間は。 

f) 火災モデルはどのようなものか。高温又は低温か，換気の良いものか，又は酸素欠乏するものか。 

これが実際にどのように機能するかを見るために，次の例を示す。 

燃料は，100 m3 の容積に燃焼する電気絶縁材料の 0.5 kg であると仮定する。脱出時間は 15 分間であり，

火災の成長カーブは放物線状，すなわち，時間二乗の関数として成長すると仮定した。高温で換気がよい

火災モデルを用いる。 

A.2 刺激性燃焼放出物 

A.2.1 F値 

刺激性効果ガスでは，行動不能は混合気体中の刺激性効果ガスの体積分率に依存するが，暴露時間には

依存しないことが分かっている。 

F 値は，行動不能になる混合気体中の刺激性気体の体積分率である。低い値では，暴露された人は多少

不快になることがあるが，火災から脱出を試みるために合理的に行動可能な場合が多い。 

七つの一般的な火災ガス刺激物の F値は，表 A.1 に示されている。 

A.2.2 刺激物の等式 

仮定した火災シナリオについて，誰も行動不能にならないようにするために，式(A.1)が適用される。 ෍ 𝑦୧𝑋୧ < 1  ······················································ (A.1) 

 
ここで， yi： 高温高通気の毒性試験で測定された，刺激物 i の絶

縁材料からの毒性の生成速度（収率） 
 Xi 値： 刺激物 F値及び定義された火災シナリオのパラメー
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タから計算される。それらは表 A.1 の列 3 に示され

ている。 
 

注記 “＜1”は成人健常者集団に適用する。若年者，高齢者及び障害者を考慮に入れるには，低い数値

が適切である可能性がある。 

表 A.1－定義された火災シナリオの刺激物の F値及び計算された X値 

刺激物 F×106 X / mg⋅g－1 
アクロレイン 30 14 
二酸化硫黄 150 78 
ホルムアルデヒド 250 61 
二酸化窒素 250 94 
ふっ化水素 500 82 
臭化水素 1 000 661 
塩化水素 1 000 298 
注記 F値は ISO 13571[12]に記載されているとおりである。 

 

したがって，電気絶縁材料の許容毒性の生成速度（収率）は，表 A.1 に示す X値を用いて，式(A.1)が満

たされる値となる。 

別のシナリオが想定される場合，X値は異なる。 

A.2.3 Xi の計算 

Xi は，式(A.2)によって Fから算出される。 𝑋 = (𝑉 / 𝑚) × 𝜌 × 𝐹  ······················································ (A.2) 

 
ここで， V： 分散容積（100 m3） 
 m： 燃焼した燃料の質量（500 g） 
 ρ： 有毒ガスの密度（規定温度及び圧圧）密度 

A.3 窒息性燃焼放出物 

A.3.1 暴露当量 

燃焼放出物における二つの重要な窒息性物質は，一酸化炭素及びシアン化水素である。窒息性では，影

響は刺激物とは異なる。行動不能は暴露当量に依存し，これは暴露する混合気体中の窒息性気体の体積分

率と暴露時間との組合せである。 

A.3.2 窒息性の等式 

よい近似を達成するために，窒息性の式は，式(A.3)となる。 𝑦େ୓𝑋େ୓ + ൬𝑦ୌେ୒𝑋ୌେ୒൰ଷ < 1  ······················································ (A.3) 

 
ここで， yCO 及び yHCN： 高温，高通気の毒性試験中で測定した，電気絶

縁材料からの一酸化炭素及びシアン化水素の毒

性の生成速度（収率） 
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 XCO 及び XHCN の

抵抗値： 
A.3.3 及び A.3.4 に示すように計算される。それ

らは表 A.2 に示されている。 

シアン化水素の部分に係る 3 乗は，シアン化水素の非線形効果によるものである（JIS C 60695-7-1:2020
の 4.3.2 を参照）。 

注記 “＜1”は成人健常者集団に適用する。若年者，高齢者及び障害者を考慮に入れるには，低い数値

が適切な可能性がある。 

表 A.2－定義された火災シナリオに対して計算された窒息性 X値 

窒息性気体 X / mg⋅g－1 
一酸化炭素 2 140 
シアン化水素 50 

したがって，電気絶縁材料の許容毒性の生成速度（収率）は，表 A.2 に示す X値を用いて，式(A.3)が満

たされる値となる。 

別のシナリオが想定される場合，X値は異なる。 

A.3.3 XCO の計算 

一酸化炭素の場合，行動不能となる限界値は，3.5 %×1 分間（＝0.035 分間）の暴露収率である。 

これは，例えば，1 分間に 3.5 %の CO，又は 10 分間に 0.35 %の CO，又は 35 分間に 0.1 %の CO が行動

不能を引き起こすことを意味する。 

火災では，混合気体中の毒性気体の体積分率は一定ではなく，時間とともに変化するため，時間に関す

る積分によって暴露当量が得られる。これは，体積分率対時間曲線の下の積分値である。 

次いで，有効暴露当量率 FEDは，暴露当量を 0.035（分）の限界値で除することによって計算される。 

FEDが 1 よりも小さい場合，まだ脱出を試みることが可能であると考えられる。ただし，FEDが 1 より

も大きい場合は，行動不能となるとみなされる。 

定義された火災シナリオにおいて，t2 火災の成長カーブ，V＝100 m3，m＝500 g とすると，時間 tにおけ

る CO（φCO）の（混合気体中の気体の）体積分率（φCO）は，式(A.4)で与えられる。 

φCO ＝ [(4/2 700) g x m-3 x min-3] x [(y/ρ)] x t3                                     (A.4) 
 

ここで， y： 電気絶縁材料の一酸化炭素の毒性の生成速度（収率） 
 ρ： 一酸化炭素の密度（規定温度及び圧力）（1 144 g⋅m－3） 

暴露当量（ED）は，t＝0 と t＝15 分間との統合によって算出され，式(A.5)が得られる。 

 ··································· (A.5) 

XCO は 1 の FEDを与える毒性の生成速度（収率）であり，式(A.5)によって算出される。 𝑋େ୓＝𝜌 × 𝐹ᇱ / (18.75 g × min × mିଷ) = 2 140 mg ・gିଵ  ······················ (A.6) 

 
ここで， F'： 一酸化炭素の限界値（0.035 分） 
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A.3.4 HCN の計算 

シアン化水素の毒性効果は一酸化炭素の毒性効果とは異なる。その毒性効果は依然として混合気体中の

毒性気体の体積分率と暴露時間との両方に依存するが，反応は高度に非線形である。0.01 %の HCN では，

行動不能時間は約 21 分であるが，0.04 %超の HCN 行動不能はほぼ瞬時となる。幾つかの行動不能時間は

表 A.3 に示されている。 

表 A.3－シアン化水素の行動不能時間 

塩酸（混合気体中の気体

の）体積分率 
行動不能時間 

0.005 % 69 分 
0.01 % 21 分 
0.015 % 6.7 分間 
0.02 % 2.1 分間 
0.03 % 12 秒 
＞0.04 % ほぼ瞬時 

この非線形性のため，FEDの計算が異なる。 

定義された火災シナリオにおいて，t2 火災の成長カーブ，V＝100 m3，m＝500 g とすると，時間 t におけ

る HCN（φHCN）の（混合気体中の気体の）体積分率（φHCN）は，式(A.7)によって算出される。 

 ··················· (A.7) 

ここで， y： 電気絶縁材料のシアン化水素の毒性の生成速度（収率） 
 ρ： シアン化水素の密度（規定温度及び圧力）（1 104 g×m－3） 

30×10－6 以下の（混合気体中の気体の）体積分率では，式(A.8)を用いる。 

 ············································ (A.8) 

30×10－6 超の（混合気体中の気体の）体積分率では，式(A.9)を用いる。 

  ······································· (A.9) 

 
ここで， t1： 0 分 
 t2： 15 分 

FED の算出は，HCN の毒性の毒性収率が 1 mg⋅g－1 の場合の初期値を用いたコンピュータ表計算プログ

ラムを用いて実施するのが最善である。次に，スプレッドシートに様々な毒性の生成速度（収率）値を入

力して，どの値が臨界値に等しい FEDになるかを見つける。つまり，FED＝1 を与える。この値は XHCN で

あり，この火災シナリオにおいては 50 mg⋅g－1 であることが分かる。 

注記 エクセルのようなコンピュータ表計算プログラムが適することが分かっている。 

A.4 二酸化炭素 

二酸化炭素は，毒物として作用するのではなく，過呼吸を引き起こす気体として作用するため，窒息性，
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一酸化炭素及びシアン化水素の影響を増大させる。 

二酸化炭素の混合気体中の体積分率が 2 %よりも大きい場合は，一酸化炭素とシアン化水素との（混合

気体中の気体の）体積分率に指数倍率 Mを適用してから暴露当量を算出する。 

 ··························································· (A.10) 

表 A.4 は，実際にこれが意味するものを示している。 

表 A.4－二酸化炭素の増倍率 

CO2の（混合気体中
の気体の）体積分率 

M 

＜2 % 1 
2.5 % 1.65 
3 % 1.82 

3.5 % 2.01 
4 % 2.23 

なお，ほとんどの火災シナリオでは，これが適用される可能性は低い。100 m3 の容積では，約 1 kg の炭

素が完全に燃焼して CO2 になり，2 %の（混合気体中の気体の）体積分率が得られなければならないこと

になる。したがって，これを含むほとんどの火災シナリオでは，CO2 は無視することは可能である。 

A.5 結論 

刺激性物質として，式(A.1)は，表 A.1 に与えられた Xi を用いて適用する。 

窒息性物質の式(A.3)は，表 A.2 に示される XCO 及び XHCN の値とともに適用する。 

二酸化炭素は考慮する必要はない。 
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附属書 B 
（参考） 

硬質プラスチック製電線管の利用－火災危険性評価 

B.1 一般 

硬質プラスチック製電線管（RPC）は，世界中の公共建築物で用いられている電気・電子製品である。

RPC の製造のために指定された材料は，着火に対する耐性がよく，炎の広がりが非常に遅いことが要求さ

れ，したがって，火災が発生する機器であるよりも，火災の被災物である可能性が高い。 

RPC は，熱，煙及び有毒ガスの発生源であってもよい。この規格に記載されているような火災危険性評

価手法は，想定される火災の総合的な望ましくない結果に対するそのような製品の漸増的影響を定量化す

る手段を提供する。 

この附属書は，RPC の仮想設置に適用される，この規格に記載されている火災危険性評価手法の具体例

である。それは，内部通路及びアルコーブの状況で生じる可能性のある火災状態にさらされたときの，そ

のようなプラスチック電線管の効果を定量化する。数学的室内火災モデル化は，RPC が遭遇する可能性の

ある温度条件を予測するために用いられる。これらの温度条件は，RPC 及び他の建築内容の公表されてい

る火災特性とともに，想定される火災の総合的な望ましくない結果へのそれらの効果を推定するために用

いることが可能である。 

B.2 用語及び定義 

硬質プラスチック電線管及びこれが含まれる配線に関連する定義については，JIS C 8461-21 [9]を参照す

る。この附属書に適用する用語及び定義は，箇条 3 による。この附属書の解釈上，追加する次の用語及び

定義も適用する。 

B.2.1 
露出火災（exposure fire） 

電線管が露出している温度条件を作り出す，熱源火災とも呼ばれる火災 

B.2.2 
燃料［fuel(s)］ 

燃焼する製品及び材料 

B.3 この火災危険性評価の対象製品 

この附属書で評価される製品は，JIS C 8461-21 [9]に適合し，外径が 25 mm 以下の製品とする。 

B.4 利用状況 

B.4.1 電線管及び配線 

B.4.1.1 一般 
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回路の数，したがって RPC の量は，建物及び設備によって異なる場合がある。 

B.4.1.2 電線管の位置及び数量 

この例は，一般的な建物のフロアプランでの RPC の 1 条架設の使用を対象としている。図 B.1 に模式図

を示す。代表的な回路は，通路を通る 25 mm の 1 本の電線管が，横方向に部屋に入る。長さ 30 m の通路

では，これは 21 kg の電線管及び継手に等しい。電線管及び継手の存在は，ビル内の火災荷重に効果があ

る。 

廊下から離れた部屋の中又はその上の電線管は，電線管が廊下を出るために火災壁を貫通していなけれ

ばならないため，この解析では考慮しない。逆の場合も同様に，部屋内の電線管は廊下に入るためには壁

又は耐火扉を貫通していなければならないため，部屋の内部で始まる火災では，廊下の電線管は火災に効

果しない。 

B.4.1.3 電線管内配線 

この実証的な例のために，プラスチック電線管内の電線は，一定の時間の後に電線管が燃焼して焼失す

るまで，火災の熱影響から保護されると仮定する。したがって，電線の影響は詳細には考慮しない。 

B.4.2 建物構造 

この分析は，不燃性の材料で構築された建物に限定されている。建物の壁及び天井の熱的性質は，火災

の影響に大きな影響を与える。最も一般的なタイプはコンクリート又は石積み構造であるが，石こう（膏）

板で覆われた建築構造も採用されている。両タイプの構造について計算を行った。代表的な廊下の事例は，

通常の天井高さまでは廊下の石こう（膏）板の表面張りであり，廊下の上部分には大量の熱を吸収するこ

とが可能な石こう（膏）板，コンクリート，又は同様の材料の仕上げがある。このような場合，火災状態

は，全コンクリート／組積造及び全石こう（膏）ライニング通路について提示されたものの間のどこかに

あることになる。 

B.5 火災シナリオ 

RPC を発達する火災に暴露する火災シナリオの概要を，表 B.1 に要約する。火災は，通常，廃棄された

タバコ又は電気的接続不良などの小さい着火源が，実質的な燃料源に点火することによって始まる。この

場合，家具の燃焼を，代表する暴露燃焼物として選んだ（表 B.1 参照）。家具の火災（暴露火災）は急速に

成長し，3.0 MW の頂点に達し，廊下及びくぼみ部分（アルコーブ）の上部に高温の流動放出気流を満た

す。電線管は全て高温層にさらされ，火災近傍のものも火炎にさらされる。電線管からの流出物と暴露火

災とを混合し，得られた流出物の特性を評価した。 
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表 B.1－火災シナリオの概要 

室 
サイト 内廊下及び内くぼみ部分 
寸法 通路：30.1 m×2.4 m×3.0 m 

アルコーブ：4.3 m×4.3 m×3.0 m 
壁張り コンクリートブロック 石こう（膏）壁板 
壁厚 100 mm 16 mm 

露出火災（家具）－火災源 
位置 通路中央のアルコーブに 
強度プロファイル 100 秒の時点で 300 kW 

200 秒の時点で 3.0 MW 
275 秒の時点で 3.0 MW 
450 秒の時点で 300 kW 
1 200 秒の時点で 100 kW 

燃料特性 フレキシブル緩衝質量：42 kg 
有効燃焼熱：20 MJ/kg 
煙の毒性強度：810 mg×min/l  
比煙消光領域：580 m2 /kg 

電線管* －火災の被害者 
長さ 45.5 m 
直径 外径 25 mm 
燃料特性 未充塡熱可塑性樹脂 

質量：21.3 kg（光コネクタ・箱 2.2 kg 分の余裕を含む） 
有効燃焼熱：16 MJ/kg 
煙の毒性強度：840 mg×min/l 
指定煙消光領域：690 m2/kg 

注* ワイヤ特性は含まない（B.4.1.3 参照）。 
 

B.6 関連燃焼挙動 

B.6.1 一般 

熱エネルギーのほとんど全ては，暴露火災（くぼみ部分の家具の火災）によって供給される。この火災

からの高温上層部における空間平均した温度条件（温度及び熱流束）は，暴露火災の発熱量特性及び廊下

の熱特性を用いて，火災モデルによって推定可能である。廊下の熱的条件にさらされたときの電線管の分

解率（質量減少率）は，流入する熱流束の関数として得られる電線管分解率の実験室的測定と関連して，

熱流束モデルの推定から得ることが可能である。電線管及び他の燃焼物体の質量減少率が分かる場合，燃

焼放出物に対するそれらの相対的な効果を評価することが可能である（ここでは，電線管内のワイヤから

の効果は考慮していない。）。 

B.6.2 暴露火災のモデル化 

暴露火災から通路内の火災状態を算出するために，コンピュータベースの火災コード HARVARD V[21]
の修正版を採用した。このモデルは，“ゾーンモデル”と呼ばれる，室火災のシミュレーションのための多

数の類似した文書化された手段の一つであり，火災を三つの別々のゾーン，すなわち，火災プリューム，

浮力のある高温層及び比較的低温の下層に分けて扱う。用いた HARVARD コードは，高温上層の壁にある

目標物に当たる放射束を算出する。火災に近い電線管に及ぼす火炎放射の影響を考慮するために，電線管
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を等しい長さの 15 の部分（それぞれ長さ約 2 m）に分割し，各セグメントの中心までの火炎からの放射を

算出し，この値を電線管が上層から受ける熱流束に加えた。燃焼物の近傍，すなわち，燃焼物から 2 m 以

内の電線管は顕著な火炎熱放射を受け，電線管の残部はほぼ高温上層からの放射が支配的であった。厚さ

16 mm の石こう（膏）板で表面張りされた廊下，及び厚さ 100 mm のコンクリートブロックで形成された

廊下の二つの事例に関して，計算を実施した。暴露燃焼物による高温上層の平均温度は，図 B.2 及び図 B.3
に時間の関数として示す。平均上層温度とそれに伴う電線管への放射熱負荷（図 B.4 及び図 B.5 参照）と

は，コンクリート製廊下よりも石こう（膏）板張りの廊下の方が有意に高かった。 

B.6.3 電線管の質量減少の予測 

図 B.6 及び図 B.7 は，それぞれコンクリート製及び石こう（膏）板張りの廊下における家具及び電線管

の質量減少速度を示す。図 B.4 及び図 B.5 として示される電線管に到達する熱流束及び電線管質量減少率

データを用いて，図 B.6 及び図 B.7 に示す質量減少率曲線を算出した。露光火災付近の電線管は，火災が

進展するにつれて質量減少速度が下がるが，火災の過程で完全に破壊される。 

図 B.6 及び図 B.7 の点検が示すように，電線管は，検討された時間を通じて，質量を減少し続けると予

測される。質量減少速度は，それが燃焼し終えた場合にだけ減少し，全ての電線管が完全に燃焼した場合

にだけゼロに戻る。実際，廊下の上層の熱流束は，家具が燃え尽きると減少し，電線管に流入する熱流束

が減少するにつれて，電線管の燃焼が減少する。図 B.6 及び図 B.7 では，電線管の質量減少速度が，その

熱分解を支持するために外部から流入する放射熱流束がほとんどなくなったとき，すなわち，約 800 秒後

に，過大に記載されている。 

B.7 結果 

B.7.1 RPC 有無の火災比較 

解析された RPC は着火が可能であるが，一旦着火したした後も燃焼を続けるためには，一般に暴露火災

のような別の熱源からの熱を必要とする。このため，この分析では，暴露火災も燃焼している間は，RPC
が燃焼しているとみなされる。したがって，RPC がある場合とない場合との火災の結果の比較を実施する。 

B.7.2 RPC の温度上昇への効果の評価 

電線管は発火するまで温度上昇に効果しなかった。これは約 250 秒の時点まで（図 B.6 及び図 B.7 参照）

続いた。このときまでに，燃焼放出物によって高温上層部の温度は 300 ℃を超え（図 B.2 及び図 B.3 参

照），その層は室内及び通路をほぼ満たしていた。この温度は，暴露された被火災物に直ちに致命的な影響

を及ぼす。 

300 秒の時点における RPC の発熱速度は 100 kW～150 kW であり，これは全火災強度の 3 %～5 %であ

る。この小さな増分によって生成される温度の差は約 3 ℃であり，熱条件の厳しさにほとんど影響を与え

ない。 

B.7.3 RPC の発煙への効果度の評価 

煙を通る視界は，煙による光の散乱及び吸収によって減少する。近似的な関係は次の式で与えられる。 

 
 



32 
C 60695-1-11：0000 (IEC 60695-1-11：2014) 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

ここで， D(t)
： 

時間 tにおける反射光が見えるおよその距離（m） 

 V： 通路及びくぼみ部分の容積（m3） 
 Mf(t)

： 
時点 tにおける家具の燃焼による質量減少（kg） 

 Mc(t)
： 

時点 tにおける電線管の燃焼による質量減少（kg） 

 σf： 家具から発生する煙の比減光面積（m2/kg） 
 σc： 電線管から発生する煙の比減光面積（m2/kg） 

 

Mf(t)及び Mc(t)の値は，図 B.6 又は図 B.7 の曲線をゼロから任意の所望の tまで積分することによって得

られる。比減光面積は表 B.1 から得られる。 

情報として，RPC がちょうど煙に効果し始める 250 秒の時点において D(t)を算出し，0.09 m を得た。目

視による避難では，視界が数メートルのオーダーであることが必要である。このように，脱出のために，

RPC が火災に関与する以前に，燃えている家具からの煙によって視界が実質的に遮断され，視界による脱

出は既に不可能となる。その後発生した煙は，RPC 又は家具のいずれによるものであっても，既に行動不

能なほどの高水準に達している煙の遮蔽性による危険源にはほとんど影響を及ぼさない。 

B.7.4 毒性生成物の放出に対する RPC の効果の評価 

この火災危険性評価では，毒性燃焼放出物による致死率を予測するモデルを用いた。IEC 60695-7-
3:2011[6]の 5.2.5 に記載されている FED（有効暴露当量率）マスロスモデルを採用した。 

注記 これは，附属書 A で用いた，より複雑な行動不能モデルとは異なっている。 

Total FEDは，全合的な毒性の状態を評価するための様々な燃焼物体の効果を合計する。 

Total FEDは，次式のとおり，家具の効果と電線管の効果との合計である。 

 

 
ここで， Total FED： 時間 tまでの煙ガスの致死暴露当量 
 V： 通路及びくぼみ部分の容積 
 Mf： 

Mc： 
時間 tまでに失われる（燃やされる）家具の質量 
時間 tまでに失われる（燃やされる）電線管の質量 

 LCt50f，LCt50c： 煙の致死量。家具及び電線管にそれぞれ由来する毒性強度試験

計測によって決定される。 

Mf 及び Mc は，図 B.6 及び図 B.7 に示す家具及び電線管に関する質量減少速度曲線を積分することによ

って得られる。毒性の致死暴露当量は，NBS 毒性試験[22]を用いて求めた。 

図 B.8 及び B.9 は，コンクリート及び石こう（膏）板の壁面構造における致死毒性暴露当量 FEDの経時

変化を示す。いずれの場合も，毒性の致死暴露当量は 1 に達し，約 600 秒の時点で暴死亡に至ることを示

す。 
 

  



33 
C 60695-1-11：0000 (IEC 60695-1-11：2014) 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

表 B.2－ビルの通路での高度に危険な状態の発生時 

ハザード 石こう（膏）板張り壁－ 
時間（s） 

コンクリート壁－ 
時間（s） 

致死温度 1) 190 220 
致死毒性 2) 600 600 
煙 3)による視界なし 150 150 
注 1) 上層≧深さ 1 m，≧300 ℃ 
注 2) FED＝1.0 
注 3) 上層≧深さ 1 m，視界≦1.0 m 

 

表 B.2 は，燃焼放出物の致死温度又は致死毒性が脱出を妨げる状態が発生する時間を示している。また，

煙が実質的に不透明であり，それによって，視線方向の脱出を遮断する時刻も示されている。高温への追

い込みを避けるために，人は着火後 190 秒から 220 秒までに通路を離れなければならない。実際，濃煙環

境に閉じこめられないようにするためには，150 秒で避難を完了する必要があると主張することは可能で

ある。 

図 B.8 及び図 B.9 から分かるように，着火後 600 秒で致死 FED（すなわち，1 に等しい FED）に達する

と，電線管からの効果はまだ非常に小さくなる。1 200 秒，すなわち 20 分後，電線管はコンクリート壁の

場合約 7 %，石こう（膏）板張り壁の場合約 23 %の FEDに効果した。したがって，毒性生成物の放出に対

する電線管の効果は，調査期間を通して小さく，燃焼家具から既に致死的な暴露当量を受けた者が，さら

に温度条件が致死的に達した後にだけ，顕著になる。 

B.8 結果の解釈－有意差及び精度 

B.7 及び表 B.2 に記載した火災シナリオには多くの潜在的変動があるが，代わりの合理的な仮説によっ

て提示したものと類似した結果を生み出すか，又は火災の結果がここで提示したものよりも害を受けにく

い状況を表すことが可能である。注意を払わなければならない最初の変動は，想定している 30 m の通路

よりも狭いスペースで火災が起こる可能性である。このような場合，上層の温度はより高温になり，電線

管のより急速な熱分解をもたらす。ただし，同時に，燃えている家具からの煙はそれに対応してより高い

温度になり，死亡は現在の火災シナリオで予測される 10 分の時点よりも早く起こる。検討した廊下では，

着火後約 200 秒で 300 ℃，すなわち，3.5 分の時点で致死的な温度に達した。より小さな区画で経験され

るようなより速い温度上昇は，熱によるより早い致死につながる。毒性についても同様である。したがっ

て，より小さな部屋においてこのような火災にさらされる場合，どのようにして死亡の原因が実質的に変

化するかを推察することは難しい。 

同様の議論が，火災が廊下で始まる代わりに，火災が部屋で発生する場合にも当てはまる。このような

場合では，部屋でフラッシュオーバが発生する可能性があるが，室内にある約 1.3 m の電線管の影響は無

視することが可能である。廊下の電線管は，火災室から発生する高温ガスにさらされ，それに対応する熱

分解が起こる。ただし，火災室への出入口は，火災の大きさを通路の自由燃焼家具の場合とほぼ同じに制

限することになり[22]，その結果，通路の温度条件は，このシミュレーションで計算された結果とは，認識

可能なほどは異ならない。部屋の燃料負荷が増大すると，廊下の家具によるものよりも火災が長く続くこ

とが可能になるが，火災室における燃料は，約 500 秒間しか続かない火災の持続時間全体にわたって燃焼

放出物を発生し続けるため，このような火災の毒性の効果もはるかに悪くなる。ここで廊下及び部屋に露

出されたものとして扱われる電線管は，実際には隠されることが多く，壁又は天井仕上げのいずれかによ

って保護されることが期待される。このような状況は，既に[23]に対処されており，室内火災が十分に発達

するまで，電線管の保護が電線管の火災への効果を遅らせることが判明した。 
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ここで適用された技術は今では十分に文書化されているが，火災危険性評価は比較的新しい分野であり，

最終的な結果の信ぴょう（憑）性は，その手法が依存する試験及び仮定ほどには優れていない。どのよう

な毒性強度の決定方法が正しいかについてはまだ合意が存在せず，異なる方法はしばしば異なる結果を与

える。今回のシミュレーションでは，NBS 煙毒性試験[22]からのデータを採用したが，他の試験からの毒

性強度データと同様の技術が利用可能である。図 B.8 及び図 B.9 を生み出した同じ手法を別の試験[24]及
び[25]からの LCt 50 データを用いてシミュレーションを繰り返すと，元のデータを用いて得た致死時間 600
秒ではなく，致死時間 500 秒の予測を得ることとなるが，これは電線管が関与する前の時点である。いず

れの毒性強度試験においても不確かさが大きいことを考慮すると，観察された差異が，特に実際の火災に

おいて有意である可能性は低いと思われる。 

この分析は，多くの近代的な火災安全機能が存在しないかのように行われたため，実際の火災で起こる

事象よりも，厳しい状況をもたらした。特に，分析は次の仮定の下で進めた（その多くは通常事実に反す

る。）。 

－ 発達中の火災を早期に停止させる自動スプリンクラー及び他の抑止装置が存在しない。 

－ 火災の早期警報を確実にするための検知装置が存在しない。 

－ 建築内容として用いる物品の発熱速度又は火災質量に制約がない。 

－ 電線管は石こう（膏）板の後ろ又は同様のバリアの後ろに設置されることが多いにもかかわらず，シ

ミュレーションでは火災に直接さらされる場所に設置した。 

B.9 結論 

この規格の手法を RPC に適用することによって，次の結論が導かれた。 

a) かなりの量の電線管が影響を及ぼすためには，厳しい火災条件が必要である。 

b) 研究された火災シナリオでは，電線管が影響を及ぼす前に，暴露火災そのものが致死を引き起こす。 

c) 露光火災が消耗した後に電線管が自ら燃え止まらない場合でも，電線管の燃焼の火災に暴露された者

への毒性負荷はわずかである。 
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単位 m 

 

記号説明 

 

 

 
火災障壁又は保護された開口部 
外壁 
設置電線管 

 

図 B.1－電線管の取付けの回路図 
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図 B.2－通路上層気温（コンクリート壁） 

 

 
図 B.3－廊下の上層気温［石こう（膏）板張り壁］ 
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図 B.4－電線管から 2 m 離れた場所（コンクリート壁）で測定した熱流束 
 

 

図 B.5－2 m 離れた電線管［石こう（膏）板張り壁］で測定した熱流束 
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図 B.6－家具及び電線管（コンクリート壁面）の質量減少速度 

 

 
図 B.7－家具及び電線管［石こう（膏）壁板］の質量減少速度 
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図 B.8－露出した電線管（コンクリート壁）による毒性の相対的な増加 
 

 
図 B.9－露出した電線管［石こう（膏）板張り壁］による毒性の相対的な増加 
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